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飼料穀物を輸入に強く依存する「加工型」

酪農・畜産の限界は、1970年代に直面した

畜産危機によって国民の知るところとなった

が、その後の世界的な穀物需給緩和と円高・

ドル安により、残念ながら飼料穀物の本格的

な自給への転換に至ることはなかった。むし

ろ、輸入品との価格競争が加速されるなか

で、輸入飼料穀物に依存した飼養規模拡大と

省力化による高い経済合理性が追求されたの

である。

しかしながら、2006年秋以降の世界的な

穀物価格高騰により、「加工型」酪農・畜産

の限界が再び露呈することとなった。輸入飼

料穀物価格は、外国為替市況、海運市況、世

界的な穀物需要動向・作柄や投機マネーの穀

物市場への流入などの要因に規定されてお

り、酪農・畜産経営の自助努力によって克服

できるものではない。生産費の４～７割を飼

料費が占めるわが国の酪農・畜産経営の存続

を左右するに至ったのである。

「加工型」酪農・畜産の限界は飼料の量的・

価格的安定の問題に限定されない。一つはふ

ん尿処理であり、古くて新しい問題である。

1999年には「家畜排せつ物の管理の適正化

及び利用の促進に関する法律」が制定され、

堆肥としての土壌還元のほか、バイオマス発

電などへの利用が求められている。しかしな

がら、地理的・量的・季節的な需給ギャップ

から広域物流に依存せざるを得ず、酪農・畜

産経営の経済的負担の観点からふん尿処理の

問題が克服されたとは言えない状況にあるば

かりでなく、窒素収支バランスの観点からも

「加工型」酪農・畜産からの転換が求められ

ている。もう一つは、病害虫混入のリスクで

ある。BSE汚染飼料輸入問題のほか、病害

虫混入や口蹄疫発生により中国産稲わらが輸

１　はじめに

調査・報告　専門調査

飼料用米を活用した
養豚経営における取り組みの到達点

三重大学　人文学部　教授　森　久綱

飼料用米の活用による稲作経営の安定、飼料の自給率向上と価格安定への期待は高く、政策的

な支援を受けてその生産量は近年著しく増加している。しかしながら、財政面からその急速な増

加に対して懸念も表明されるなど、新たな課題にも直面している。本稿では、飼料用米のみなら

ず地域飼料資源の活用を目指す大里畜産を事例として、取り組みの経緯や現在の飼料用米の調

達・利用システムの整理から、飼料用米を活用した畜産の到達点とこれからの課題について考え

る。

【要約】
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入停止されたことは読者の記憶にも新しいだ

ろう。

酪農・畜産経営のみならず稲作経営も存続

の危機にある。食生活の多様化や人口減少・

高齢化により主食用米需要が減少する一方

で、1993年にはミニマム・アクセスに基づ

く米の輸入が行われ、1999年からは数量規

制から関税障壁へとさらなる自由化が進めら

れてきた。低米価も相まって生産者の高齢化

と後継者不足や耕作放棄地問題は一層深刻と

なっている。

これら酪農・畜産経営および稲作経営が直

面する諸課題を一括して克服する方途として

位置づけられたのが、飼料用米や稲発酵粗飼

料（稲WCS）である。「米政策改革の着実な

推進により需要に応じた生産を推進するとと

もに、水田をフルに活用し、食料自給率・食

料供給力の維持向上を図るため、飼料用米等
4 4 4 4 4

の戦略作物の生産拡大を推進
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

（傍点は筆者に

よる）」〔１〕とあるように、長期的には人口減

少・高齢化により減少する主食用米の代替需

要先として、自給率が極めて低い家畜飼料を

位置づけ、稲作経営の生産技術・設備を生か

すことで自給飼料を安価に供給しようとする

ものである。2008年度より飼料用米や稲発

酵粗飼料は新規需要米として位置づけられ、

新規需要米の水田活用の直接支払交付金が交

付されてきた。この結果、次節で確認するよ

うにわずか７カ年で新規需要米の作付面積は

10倍に拡大し、そのほとんどが飼料用米と

稲発酵粗飼料となっている。2016年度主食

用水稲作付面積が前年より２万5000ヘクタ

ール減少する一方で、新規需要米が１万

3000ヘクタール増加していることから、十

分ではないにしても政策が意図する方向への

転換が図られていると理解できよう〔２〕。

そこで本稿では、まず飼料用米および稲発

酵粗飼料の位置について統計資料から確認

し、次いで飼料用米を活用した養豚経営にお

ける取り組みの到達点と隘
あい

路
ろ

を明らかにする

ため、三重県津市を中心に養豚経営を行う株

式会社大里畜産（以下「大里畜産」という）

を事例として、そこでの取り組み内容につい

て整理していきたい。大里畜産は農場隣接地

域で生産された飼料用米を活用するだけでな

く、自社で耕作する畑地へふん尿還元を行う

など、循環型農業に積極的に取り組む先進的

な養豚経営である。2013年には循環型農業

への取り組みが評価され、一般財団法人食品

産業センターが主催する第34回食品産業優

良企業等表彰においてCSR部門で最高賞の

農林水産大臣賞を受賞している。

２　自給飼料生産の動向と飼料用米・稲発酵粗飼料の位置

わが国の酪農・畜産が「加工型」と特徴づ

けられるほどまでに純国内産飼料自給率が低

位であること、それ故にその向上がわが国の

酪農・畜産の安定的発展において重要な課題

となっていることは前述の通りである。表１

に示されるように、2003年度に過去最低の

23％を記録した純国内産飼料自給率は、以

後回復傾向にあるもののそのテンポは極めて

緩やかとなっている。とはいえ、一貫して低

下傾向にあった純国内産濃厚飼料自給率が同

年度の9.4％から2014年度に13.6％（+4.2

ポイント）まで回復したことは注目すべきで

あろう。このような状況において、飼料用米

および稲発酵粗飼料がどのような位置にある

のか、以下では自給飼料生産動向の整理に基

づき確認したい。
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表 ２ に 示 さ れ る 飼 料 作 物 作 付 面 積 は、

1960年代後半における草地開発や1970年

代以降の水田の転作による作付面積拡大によ

り増加し、1990年度に104万6000ヘクタ

ールとピークに達するが、その後の酪農・畜

産経営戸数や飼養頭数減少、高齢化による労

働力不足などにより減少に転じ、2005年度

には90万5800ヘクタールにまで減少した。

しかしながら、2006年秋以降の輸入飼料価

格高騰は、これを再び増加に転じさせる要因

として作用し、2015年度の飼料作物作付面

積は97万5200ヘクタールにまで回復して

いる。ここで注目すべきは、2008年度から

の７カ年で主要飼料作物（牧草・青刈りとう

もろこし・ソルゴー）の作付面積が３万

3400ヘクタール減少する一方で、新規需要

米の水田活用の直接支払交付金の交付によ

り、飼料用米と稲発酵粗飼料の作付けが10

万7500ヘクタール増加したことにより、全

体として７万3700ヘクタールの増加となっ

ていることである。この結果、2008年度に

は全体の1.2％にすぎなかった飼料用米と稲

発酵粗飼料の作付面積は12.1％にまで増加

しており、主要飼料作物として位置づけられ

る青刈りとうもろこしやソルゴーに比肩また

は上回る飼料作物となっている。

資料：農林水産省生産局「飼料をめぐる情勢（平成28年9月）」および「飼料をめぐる情勢（平成25年6月）」より作成
注１： 濃厚飼料の「うち純国内産原料」とは、国内産に由来する濃厚飼料（国内産飼料用小麦・大麦など）であり、輸入食料原料から発生

した副産物（輸入大豆から搾油した後発生する大豆油かすなど）を除いたものである。
　２：2015年度は概算である。

表１　飼料需給・自給率の推移（可消化養分総量（TDN）ベース）

1989年度 1993 1998 2003 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

需　要　量 A 28,623 28,241 26,173 25,491 24,930 25,640 25,204 24,753 24,172 23,955 23,549 23,767

供
給
区
分

粗飼料 B 6,050 5,767 5,709 5,387 5,536 5,393 5,369 5,268 5,225 5,003 4,960 5,066

うち国内供給 C 5,197 4,527 4,453 4,073 4,356 4,188 4,164 4,080 3,980 3,864 3,885 3,999

濃厚飼料 D 22,573 22,474 20,464 20,104 19,393 20,247 19,835 19,485 18,946 18,952 18,589 18,701

うち純国内産原料 E 2,223 2,150 2,104 1,897 2,090 2,155 2,122 2,358 2,206 2,281 2,536 2,546

諸
率

純国内産飼料自給率 （C+E)/A 25.9 23.6 25.1 23.4 25.9 24.7 24.9 26.0 25.6 25.7 27.3 27.5

純国内産粗飼料自給率 C/B 85.9 78.5 78.0 75.6 78.7 77.7 77.6 77.4 76.2 77.2 78.3 78.9

純国内産濃厚飼料自給率 E/D 9.8 9.6 10.3 9.4 10.8 10.6 10.7 12.1 11.6 12.0 13.6 13.6

（単位：TDNトン、％）

資料：農林水産省統計部「作物統計」および「新規需要米等の用途別認定状況の推移（平成20～28年度産）」より作成

表２　飼料作物作付面積の推移

1970年度 1975 1985 1990 1995 2000 2005 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
飼料作物作付面積 665.9 839.5 1,019.0 1,046.0 980.2 934.7 905.8 901.5 901.5 911.4 933.0 931.6 915.1 924.3 975.2

主要飼料作物
－ 789.7 972.1 999.8 962.3 929.8 887.8 878.6 875.1 869.2 864.9 859.8 854.5 847.4 845.2

94.1 95.4 95.6 98.2 99.5 98.0 97.5 97.1 95.4 92.7 92.3 93.4 91.7 86.7
牧草 483.7 691.2 814.8 837.6 827.4 809.1 782.4 769.0 764.1 759.1 755.1 750.8 745.5 739.6 737.6
青刈りとうもろこし 76.8 79.7 121.8 125.9 106.8 95.9 85.3 90.8 92.3 92.2 92.2 92.0 92.5 91.9 92.4
ソルゴー － 18.8 35.5 36.3 28.1 24.8 20.1 18.8 18.7 17.9 17.6 17.0 16.5 15.9 15.2

飼料用米・稲発酵粗飼料
－ － － － － － － 10.5 14.3 30.8 57.0 60.2 48.4 64.8 118.0

1.2 1.6 3.4 6.1 6.5 5.3 7.0 12.1
飼料用米 － － － － － － － 1.4 4.1 14.9 34.0 34.5 21.8 33.9 79.8
稲発酵粗飼料 － － － － － － － 9.1 10.2 15.9 23.1 25.7 26.6 30.9 38.2

新規需要米等作付面積 － － － － － － － 12.3 18.1 37.1 65.6 68.1 53.7 71.1 125.5
飼料用米・稲発酵粗飼料の割合 － － － － － － － 85.4 79.0 83.0 86.9 88.4 90.1 91.1 94.0

（単位：千ヘクタール、％）
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飼料作物収穫量の推移を示した表３からも

飼料用米の拡大を確認することができる。

飼料作物収穫量は飼料作物作付面積とパラレ

ル に 推 移 し て お り、1990年 度 の448万

5000TDNトンをピークに減少しているが、

新規需要米の水田活用の直接支払交付金が交

付されるようになった2008年度以降の減少

のテンポは緩やかになり、2014年度からは

増加に転じている。統計で把握できる直近

１ カ 年 で は、 全 体 で28万1000TDNト ン

（+8.0％）、うち牧草等で８万2000TDNト

ン（+2.4 ％）、 う ち 飼 料 用 米 で19万

9000TDNトン（+135.4％）それぞれ増加

しており、飼料用米がわずか７カ年で全収穫

量（TDNベース）の9.1％を占めるに至って

いる。

このように、酪農・畜産経営および稲作経

営が直面する諸課題を一括して克服する方途

として高い期待を背負った飼料用米および稲

発酵粗飼料は、日本の農業環境に根ざした新

しい飼料として重要な位置を占めつつある。

換言すれば、地域飼料資源を活用するという

酪農・畜産の基本的な在り方に立ち返りつつ

あると言えよう。

しかしながら、財政面からその拡大への懸

念が表明されている。前述の通り、主食用米

から飼料用米および稲発酵粗飼料への転換に

際しては、新規需要米の水田活用の直接支払

交付金が交付されている。近年におけるこれ

らの作付面積拡大は、交付金によるところが

大きいことは改めて説明するまでもない。し

かしながら、農水省の計画通りに作付面積が

拡大すれば、2025年に1660億円にまで達

することから、財務省より計画の修正を求め

られている。また、主食用米から飼料用米お

よび稲発酵粗飼料への転換に伴う主食用米作

付面積の減少による米価上昇に対して外食・

中食産業からの批判も高まっている〔３〕。一

つの対策として飼料専用種への作付け転換に

よる生産拡大とそれに限定した交付金交付が

検討されているが、残念ながら財政面と主食

用米消費の視点からの対応策でしかなく、飼

料用米および稲発酵粗飼料生産の視点は考慮

されていない。紙幅の関係で本稿ではその詳

細について論じることはできないが、コント

ラクターを活用したこれらの生産拡大におい

ては作業平準化と飼料としての品質維持の観

点から品種選択における多様性が求められる

ほか、圃場が隣接している場合に懸念される

飼料専用種から主食用種への花粉のドリフト

問題、飼料専用種作付けから主食用種作付け

への転換における混種問題など、飼料専用

種への転換には克服すべき課題が多く残さ

れている〔４〕。

資料：農林水産省生産局「飼料をめぐる情勢（平成28年９月）」より作成

表３　飼料作物収穫量の推移

1985年度 1990 1995 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015
収穫量 4,187 4,485 4,080 3,928 3,693 3,625 3,527 3,532 3,431 3,522 3,803

うち牧草等 4,187 4,485 4,080 3,928 3,693 3,571 3,514 3,401 3,345 3,375 3,457
うち飼料用米 － － － － － 54 13 131 86 147 346

（単位：千TDNトン）　
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大里畜産は、三重県内の直営６農場で「伊
い

勢
せ

美
うまいね

稲豚
ぶた

」を生産し、年間３万5000頭を出

荷している（図１）。繁殖から肥育までの一

貫経営で、ブランド名に「稲」が入っている

通り、飼料には飼料用米を給与しており、配

合飼料における飼料用米の配合率は15%を

超えている。また養豚経営のほか、自社が保

有する20ヘクタール以上の畑地でたまねぎ

（年間出荷個数90万個）のほか、キャベツや

にんにくも生産している（たまねぎは県内最

大の生産者）。以下では、大里畜産へのヒア

リング調査に基づき、飼料用米を活用した養

豚経営における取り組みの到達点と隘路につ

いて整理していきたい。

（１）　飼料用米への取り組みと流通シス
テム

大里畜産においてミニマム・アクセス米を

飼料として活用することが検討されたのは

2008年ごろで、輸入飼料穀物高騰と飼料用

米給与による生産物差別化がその背景にあっ

たが、農場経営の問題から実際に飼料用米へ

の取り組みを始めたのは2011年春からとな

った。

新規需要米の水田活用の直接支払交付金の

対象となる飼料用米を活用するため、大里畜

産は2011年春に農場近隣の稲作経営数戸と

契約交渉を進めていたが、東日本大震災の影

響もあり400トン（玄米ベース）の調達計

画を大幅に縮小する必要に迫られた。最終的

には50トン程度の契約となり、本格的な活

用は翌年度からとならざるを得なかった。

2012年は近隣稲作経営との契約締結に至

り、200トンを飼料用米として調達するこ

とが可能となった。これが可能となったの

は、東海農政局による支援のほか、大里畜産

に飼料用米保管設備があったことと、自社物

３　大里畜産における飼料用米活用と資源循環型畜産の構築

図１　大里畜産の地図
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写真１　 大里畜産代表取締役木戸利信氏（右側）
と筆者（左側）
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流による飼料用米収集が可能であったことを

指摘することができる。保管設備は既に保有

していた資材倉庫を活用したものであり、フ

ォークリフトによるトランスバックの搬入・

搬出のための改修およびカビ・害虫防止のた

めの換気設備の設置によって確保されてい

る。また、自社農場で生産したたまねぎやキ

ャベツなどを運搬するためのトラックを自社

保有していたことから、人件費と燃料費以外

の追加費用を負担することなく自社物流によ

る収集が可能であった。いずれも追加費用が

わずかであり、安価な飼料用米調達において

優位に作用している。ただし、2015年度に

は表４に示されるように調達量が726トン

にまで達しており、自社物流による収集の限

界を超えているため、300トン程度は外注

せざるを得ない状況となっている。この場合

の収集コストは自社物流に比較して１トン当

たり1000円程度割高になるという。また、

自社保管設備の容量の限界も超えていること

から、一部は費用を負担して貸し倉庫で保管

する状況にある。稲作経営での一時保管も可

能ではあるが、新規需要米の水田活用の直接

支払交付金交付のための審査が必要であるこ

とから、稲作経営での保管には量的・時間的

に限界があるとのことであった。いずれにし

ても、量的拡大において物流・保管経費が一

つの隘路となることが確認される。

大里畜産では飼料用米を加熱・粉砕したも

のを配合飼料に配合して給与しており、配合

は愛知県知多市に立地する配合飼料工場に委

託している。農場近隣から調達された飼料用

米を活用する場合に問題となるのがその物流

費である。以下では、図２を参照しながらこ

の問題について整理していきたい。大里畜産

で保管された飼料用米は配合飼料配送便の帰

り便を利用して配合飼料工場へ都度運搬され

るが、その運賃は１トン当たり2000円台と

なっている。これが配合飼料に加工され大里

畜産へ納品されることになるが、運賃は同

3000円台となっている。つまり、配合飼料

に加工するためだけの運賃で最低でも同

5000円、最大で同7000円となってしまう

のである。稲作経営へ支払う飼料用米代金が

同２万3000円（玄米ベース）であることを

勘案すると、配合飼料工場との往復運賃の高

さが際立っていることを理解できよう。輸入

飼料穀物と比較して安価な飼料用米である

資料：大里畜産ヒアリング調査（2017年1月）

表４　大里畜産における地域別飼料用米調達状況（2015年度）

地域 戸数 調達量 作付面積
津市 4 253 37.2

松阪市 12 413 60.8
伊賀市 5 40 5.9
度会町 3 20 2.9
合計 24 726 106.7

　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　（単位：トン、ヘクタール）

写真２　大里畜産の農場の様子（伊勢美稲豚）
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が、稲作経営からの調達を含めた保管・物流

費がその優位性を毀損するほど大きくなって

しまうのである。この問題については大里畜

産でも強く認識されており、農場近隣の稲作

経営からの飼料用米調達増加に対応するた

め、将来的には飼料用米の自社による加熱・

粉砕・配合飼料との混合を計画している。

飼料用米の確保は大里畜産のような畜産経

営だけでなく、配合飼料メーカーでも重要な

課題となっている。2012年度の協同組合日

本飼料工業会による組合員メーカーの飼料用

米に対する需要調査では、需要量41万トン

に対して稲作経営や集荷業者（米卸業者・商

社など）から調達できたのはわずかに２万ト

ン強で、農協・経済連・全農などからの調達

を含めても需要量を充足するには至っていな

い。また、同調査では中長期的な潜在需要だ

けでも200万トンに達すると推計されてお

り、近年における飼料用米作付面積の急速な

拡大をもってしても依然として充足が困難な

水準であると考えられる〔５〕。つまり、飼料

用米が自給濃厚飼料としての位置を確固たる

ものとし、その需要が増えるほど需給ギャッ

プの問題が顕在化する、換言すれば稲作経営

と畜産経営との需給ギャップ問題が飼料用米

の普及・拡大の隘路となる可能性を内包して

いると言えよう。事例である大里畜産の場

合、幸いなことに現段階ではこの問題には直

面していない。東海農政局の支援を受けて契

約に至った稲作経営に加えて、ふん尿堆肥化

のためのもみ殻を調達している稲作経営や、

関連会社であるレストランへ米を納品してい

る稲作経営などからも飼料用米の調達を図っ

ている。近隣稲作経営との日頃からの連携が

飼料用米調達に深く関係しているといえよ

う。

資料：大里畜産ヒアリング調査（2017年1月）

図1　大里畜産における飼料用米の生産・流通システムとコスト

政府

新規需要米の
水田活用の所
得補償交付金

50,000円/10a 代金

飼料用米

配合飼料

配合飼料工場

稲作経営

大里畜産

意見調整

飼料用米

外部委託運賃　自社物流費＋1,000円/トン

23,000円/トン

堆肥

貸し倉庫

自社保有農地

運賃　2,000円台/トン

運賃　3,000円台/トン

飼料用米 飼料用米

資料：大里畜産ヒアリング調査（2017年1月）
　注：2015年度の場合、飼料用米の物流費は726トン×（2,000円台＋3,000円台）が最大値となる。

図２　大里畜産における飼料用米の生産・流通システムとコスト

写真３　飼料用米保管設備内の様子 写真４　飼料用米
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大里畜産の飼料用米調達量については、飼

料用米作付け前の２月ごろより稲作経営との

意見交換のなかで調整され、作付け段階でほ

ぼ調達量が確定している。ただし契約は新規

需要米の水田活用の直接支払交付金制度のた

めの書類作成などの関係から５月中旬に行わ

れている。また、稲作経営に支払う飼料用米

の単価についても意見交換のなかで調整され

るが、基本的には輸入飼料用とうもろこしの

前年度平均価格と、10アール当たり８万円

の新規需要米の水田活用の直接支払交付金を

前提に契約締結段階で確定される。これに対

して、配合飼料価格は四半期ごとに改訂され

ることから、状況によっては輸入飼料用とう

もろこしの価格が優位となる場合もある。こ

の場合には飼料用米の配合割合を下限まで引

き下げて対応し、その逆の場合には飼料用米

の配合割合を高めることで対応している。輸

入飼料用とうもろこし価格が高騰した際に、

飼料用米の配合割合を30％まで高めたこと

もあるという。調達される飼料用米はすべて

主食用種「みえのえみ」となっている。これ

は、前節で指摘したように、稲作経営におい

て近隣圃場への飼料専用種から主食用種への

ドリフト問題、飼料用米専用種から主食用種

への転換に際しての混種問題が懸念されたた

めである。

（２）　資源循環型畜産の構築

大里畜産の前身が植木生産を行っていたこ

とから、現在でも20ヘクタールを超える畑

地を自社で保有している。大里畜産が養豚経

営を始める経緯も前身の植木生産にあり（現

在は植木生産を行っていない）、ふん尿の土

壌還元による土壌改良が目的であった。現在

でもふん尿は堆肥化され、自社の畑地に還元

されている。畑地ではたまねぎが主に生産さ

れ、年間出荷個数が90万個となっており、

地域最大の生産者となっている。このほかに

も、キャベツやにんにくなども生産されてい

る。ただし、20ヘクタール全てにこれらの

作物が作付けされるのではなく、10ヘクタ

ール程度が休耕地とされ、毎月100～120

トンのふん尿由来の堆肥が土壌還元されてい

る。ふん尿はもみ殻や敷料として利用したお

がくずと混合された後に約２カ月かけて発酵

処理が行われ、完熟堆肥として土壌還元され

ている。農場には常に200トン程度の発酵

処理中の堆肥があるが、ほぼ全量が自社の畑

地に還元されることから、水田への還元はほ

とんど行われていない。「飼料用米を作付け

する水田へ堆肥としてふん尿を還元すること

ができれば本当の資源循環型畜産になる」と

木戸代表取締役は言うが、現状の排出量では

自社の畑地への還元で十分に間に合うとのこ

とである。

大里畜産による資源循環型畜産の構築はふ

ん尿の土壌還元にとどまらない。2017年４

月からはリキッドフィーディングによる食品

循環資源の飼料利用も予定されている。津市

内および近隣などから排出される食品循環資

源を飼料として活用し、これまでの枝肉品質

を維持しながら、飼料コスト削減を目的とし

ている。具体的には、図３に示されるように、

津市内の農場からトラックで１時間ほどの距

離にある乳業メーカーの工場からホエイや余

乳を、市内および近隣の複数の菓子メーカー

の工場から小麦由来食品循環資源を調達し、

配合飼料の一部を代替させようとするもので

ある。大里畜産におけるリキッドフィーディ

ングによる食品循環資源の飼料利用は、飼料

用米をめぐる情勢への対応も視野に入れて取

り組まれている。前述の通り、飼料用米生産
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「加工型」酪農・畜産と稲作経営が直面す

る諸問題を一括して克服する方途として期待

される飼料用米および稲発酵粗飼料ではある

が、必ずしも明るい未来だけが展望されるわ

けではない。新規需要米の水田活用の直接支

払交付金によって生産拡大がけん引されてき

た飼料用米および稲発酵粗飼料は、今日では

日本の農業環境に根ざした新しい飼料として

重要な位置を占めつつあり、地域飼料資源を

活用するという酪農・畜産の基本的なあり方

への転換という観点からも、一層の生産拡大

が期待されている。しかしながら、期待の大

きさ故に財政面や需給ギャップの問題が隘路

として顕在しつつあるといえよう。

本稿で事例とした大里畜産でも、飼料用米

を積極的に活用することで飼料コスト削減と

生産物差別化を図っている。幸いなことに、

現在のところ需給ギャップ問題に直面しては

いない。これはふん尿堆肥化のためのもみ殻

を調達している稲作経営や、関連会社である

レストランへ米を納品している稲作経営など

からも飼料用米の調達を図るなど、近隣稲作

経営との日頃からの緊密な連携の賜物である

と理解できよう。

しかしながら、農場近隣で生産された飼料

用米利用に際しての保管・物流コストという

別の大きな問題に直面している。これを克服

するため、新たに導入されるリキッドフィー

ディングが安定化した後、飼料用米を自社で

加工（加熱・粉砕）・配合飼料との混合が計

画されているが、その意味するところは、地

域で生産される飼料資源を安価に活用するた

めには保管・物流コストの削減が不可欠であ

り、広域物流に依拠しない方途、具体的には

飼料自家配合かそれに類する工程を農場内で

構築する必要があるということである。少

量・分散という特性を持つ自給飼料資源を大

規模・集中という特性を持つ配合飼料工場で

（将来計画）

資料：大里畜産ヒアリング調査（2017年1月）

大里畜産

配合飼料メーカー

図2　大里畜産における飼料調達

（将来計画では自社加熱・粉砕）

ホエイ・余乳乳業メーカー

菓子メーカー

米飯工場

弁当・給食調理場

食品循環資源

市内・農場近隣

飼料用米 稲作経営

配合飼料（輸入飼料）

飼料用米（自給飼料）
米由来食品循環資源

小麦由来食品循環資源

飼料用米

配合飼料

資料：大里畜産ヒアリング調査（2017年1月）

図３　大里畜産における飼料調達

４　おわりに

をけん引してきた新規需要米の水田活用の直

接支払交付金については財政面から見直しが

迫られているほか、飼料用米生産が拡大した

としても需給ギャップと物流コストの問題か

ら将来において調達量の増加を図ることが困

難となると推察される。しかしながら、リキ

ッドフィーディングによる食品循環資源の飼

料利用システムが構築できれば、給食調理場

や米飯工場などから排出される米由来食品循

環資源を、飼料用米を代替する飼料資源とし

て利用することが可能となるのである。
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加工するためには、広域物流が不可欠である

ことから、物流コストが自給飼料の価格優位

性を毀損するのである。

飼料用米の活用に加えて、大里畜産では資

源循環型畜産の構築も進められている。それ

は単にふん尿を堆肥として圃場に還元するだ

けでなく、農場近隣から排出される食品循環

資源をリキッドフィーディングによって飼料

資源として活用することにまで及んでいる。

ただし、この取り組みは単なる飼料コスト削

減や資源・環境問題への対応（家畜の迂回生

産機能の発揮による循環的資源利用）だけを

射程に入れているのではなく、将来において

懸念される飼料用米をめぐる情勢に対しての

処方箋までもがビルトインされているのであ

る。

大里畜産へのヒアリング調査は、飼料用米

を活用した養豚経営における取り組みの到達

点と隘路を明らかにすることを目的としてい

た。しかし、そこから導き出される結論は、

それを大きく超えるものであった。持続可能

な養豚経営という課題において飼料コスト低

減は重要な位置を占めており、事例における

飼料用米の活用もその一つの手段ではあった

が、その先には地域の稲作経営との連携によ

る共生と、資源循環型畜産の構築によって経

営面でも資源面でも持続可能な畜産経営のあ

り方が追求されていたのである。

【追記】

本稿執筆に際して、株式会社大里畜産代表取締役木戸利信様、監査役小菅伸一様、生産課長杉

浦孝昭様、横山農産代表横山重様には多大なるご協力を賜った。ここにお名前を記して感謝の意

を表したい。
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